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拡大型の生産性向上です。コスト削
減型の生産性向上は、人的資本の質
の低下や可処分所得の減少に伴う
マーケットの縮小をもたらし、長期
的には生産性低下につながります。
そのため提言では、生産性を算出す
る数式の分母を減らすのではなく、
分子となる付加価値拡大を目指し、
大きく3つの提言をまとめました。

　「規制の“デザイン”改革」は、現在
の規制を見直し、経済が本来持って
いる活力を引き出すような制度へ変
えていこうとするものです。従来、
規制に関する議論は、その是非を問
うものが大半でしたが、経済活動に
とってより重要なのは、取り引きを
活性化させる規制の“デザイン”で
す。もちろん、利害関係者が多く存
在しますから、一筋縄ではいきませ
ん。まずは本来あるべき姿を提示
し、現実とのギャップを埋めるため
に、国民的コンセンサスも得ながら
一定の時間軸の中で議論を進めてい
く必要があります。合意まで多くの
年月を費やす案件もあるでしょう
が、粘り強く取り組むべきです。

　「働き方の変革」では、すべてのス
テークホルダーが労働生産性を高め
る密度の濃い働き方を意識するこ
とに加え、働き方の柔軟性向上が急
務であることを訴えています。とく
に、女性の労働参画を促す方策は、
消費の拡大やマーケットの縮小ス
ピードを抑制する少子化対策として
も有効で、働きやすい環境整備が非
常に重要です。
　さらに「真の開国」を実現すると
ともに、内外双方へのグローバル展
開によるマーケットの拡大が必要で
す。世界の関心が中国やインドなど
へ向けられるなか、日本もマーケッ
トの魅力をさらに高め、対内直接投
資を増やさなくてはなりません。ま
たこれからは、新興国で高まるサー
ビス消費を狙い、サービス産業も積
極的に外に出て行くべきであり、そ
のための人材育成も必要です。
　付加価値拡大型の生産性向上で
サービス産業を強化・発展させるこ
とは、必ずや、日本の安定成長と豊
かな生活の持続を可能にすると考え
ています。
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　昨年来の世界同時不況は、日本経
済にとって想像以上に大きな試練と
なりました。これは過度に外需に依
存してきた成長モデルの限界が露呈
した結果だとも言えます。しかし、
天然資源や食糧の多くを海外に頼る
日本は、輸出や投資などによる外貨
獲得が不可欠であり、また国内の人
口減少が進むなか、企業がグローバ
ル市場の攻略に注力することは正し
い選択でしょう。半面、国際競争力
強化のために生産拠点のさらなる海
外移転が進めば、国内の雇用は失わ
れ、日本経済のさらなる落ち込みが
懸念されます。
　こうした状況のなかで、安定的な
経済成長を続けるには、外と内のバ
ランスのとれた産業構造を再構築す
る必要があります。個人消費の拡大
と雇用の受け皿になる内需型産業の
発展が不可欠であり、まさにサービ
ス産業がその重責を担わなくてはな
りません。今回の提言では、サービ
ス産業を発展させるための生産性向
上策をまとめました。
　私たちが提唱しているのは、旧来
のコスト削減型ではなく、付加価値
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外需・内需のバランスのとれた産業構造を構築し、
安定成長と豊かな国民生活の持続を
日本経済の安定成長には
内需型産業の発展が不可欠

マーケットの魅力が失われれば
もう日本に黒船は来ない


